
第二号第一様式

貸借対照表

001 271

03事業未収金
04未収金
05未収補助金

09医薬品
10診療・療養費等材料
11給食用材料
12商品・製品
13仕掛品
14原材料
15立替金
16前払金
17前払費用
181年以内回収予定長期貸付金
21短期貸付金
24仮払金
25そ の他の流動資産

当金

06未収収益

01現金

01現金預金
01現金

02′lヽ「 l現金

02預金
01普通預金
02定期預金
02有価証券

07受取手形
08貯蔵品

110,949,

38,877

300,

645,

２０３
，

21,

△ 1

515,

92,172.

19,781,

100,

39,893,

19,228.

91△

235,

935,

427,

235,359,

94,268,

△ 290,

△32,237.

83,

△1,015,

002固定奮産 809 378 24【 816.732.243 △ 7.358,998

01土地
02建物
03定期預金
04投資有価証券
002そ の他の固定資産
01土地
02建物
03構築物
04機械及び装置
05車輌運搬具
06器具及び備品
07建設仮勘定
08有形リース資産
09権利
10ン フト:ク ェア

11無形リース資産
12投資有価証券
18長期貸付金
16退職給付引当資産
17長期預り金積立資産
18その他の積立資産
01移行時特別積立資産
02移行時減価償却特別績立資産
03人件費積立資産
04減価償却積立預金
05その他の積立資産
19差入保証金
20長期前払費用
21その他の固定奮産

基本財産 490.236,821

200,000.00C

200,236,821

319,136,42コ

20,521160C

16,640,55C

258,691,03こ

30,515,86ラ

228,175,16建

1,381,07g

1,972,70E

1,008,79電

5,774,28E

13,187,371

5001697,66電

200,000,00C

300,697,66G

316,034,57,

15,263,68C

258,691,035

30,515,867

228,175,168

20,521,60C

1,979,167

1,559,418

1,179,295

1,813,019

15,027.363

△ 10,460,845

△ 10,460,845

3.961,266

△ 1,339,992

3,101,847

△ 648,088

1,385,870

413,290

△ 170,499

1 113.003.99廻 △40,425,879資産の都合計 1,072,578,11望



第二号第一様式

貸借対照表

oll流動負債 29.704.32d 31,754.70〔 △2,050.380

△2,178,295

127,915

01短期運営資金借入金
02事業未払金
03その他の未払金

05役員等短期借入金
061年以内返済予定設備資金借入金
071年以内返済予定長期運営資金借入金
081年以内返済予定リース債務
091年以内返済予定役員等長期借入金
121年以内支払予定長期未払金

14預 り金
15職員預り金
16前受金
17前受収益
20仮受金
21賞与引当金
22その他の流動負債
23減価償却引当金

13未払費用

04支払手形

22,627,56〔

2,527,14盪

6,600,00C6,600,

20,

052,655,

012固定負債 17.849,55d 16.513.68C 1,335,870

01設備資金借入金
02長期運営資金借入金
03リ ース債務

04役員等長期借入金
07退職給付引当金
08長期未払金
09長期預り金
10その他の固定負借

16.649,

1,200,

15,263,68C

l,250,00C

1,385,870

△50,000

△47

013基本金 484.500,0001 484,500.000

01第一号基本金
02第二号基本金
03第二号基本金

122,500,叫
362,000 362,000,000

122,500,000

014国庫補助金等特別′解f立金 179,748,86ゴ 190,754.319 △ 11,005,457

25869103引 258 691 035015そ の他の積立金
01移行時特別嶺立金
02移行時減価償却特別績立金
03人件費積立金
04その他の不青立金 虜4嘲

30,515,867

228,175.168

△ 28,705,912016次期繰越活動増減差額 130,790,251102,084.33』

02(う ち当期活動増減差額) △28,705,91ゴ △45,134.383 16,428,471

△ 39,711.369純資産の都合計 1.025,024,23Ы   l,064,735,605
△ 40 425 879負債及び純資産の部合計 1,072,578,11刑   1.113,003,993



月町紙 1

計算書類に対する注記
1.継続事業の前提に関する注記

2.重要な会計方針

(1)固定資産の減価償却の方法
・建物並びに器具及び備品等一定額法
・ リース資産
所有権移転ファイナンス・ リース取引に係るリース資産
自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法によっている。
所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によつている。

(2)引 当金の計上基準
・退職給付引当金一悠々会退職金規程に基づき計上

3.重要な会計方針の変更

該当なし

4.法人で採用する退職給付制度

悠々会退職金規程、社会福祉施設等退職手当共済 (独立行政法人福祉医療機構)

5.法人が作成する財務諸表等と拠点区分、サービス区分

当法人の作成する財務諸表は以下のとおりになっている。
(1)法人全体の財務諸表 (第一号の一様式、第二号の一様式、第二号の一様式)
(2)事業区分別内訳表 (第一号の二様式、第二号の二様式、第二号の二様式)
(3)社会福祉事業における拠点区分別内訳表 (第一号の三様式、第二号の三様式、第二号の二様式 )
(4)収益事業における拠点区分別内訳表 (第一号の三様式、第二号の三様式、第二号の二様式 )
当法人では、収益事業を実施していないため作成 していない。
(5)各拠点区分におけるサービス区分の内容 (特養拠点 :特養入所 。短期入所 。デイサーヒ

゛
ス・本部、軽費拠サミ :ケアハウスのみ )

6.基本財産の増減の内容及び金額

基本財産の増減の内容及び金額は以下のとおりである。

(単位 :円 )

基本財産の種類 前期末残高 当期
'曽

加額 当期減少額 当期末残高
土 地 200,000,000 200,000,00C

建 物 300,697,666 9,207,000 19,667,845 290,236,821

合計 500,697,666 9,207,00C 19,667,845 490,236,821

7.会計基準第 3章第4
崩し

(4)及び (6)の規定による基本金又は国庫補助金等特別積立金の取

減価償却に伴い、国庫補助金等特別積立金H,005,457円 を取り崩した。

8.担保に供 している資産

担保に供されている資産は以下のとおりである。 該当なし

計

担保 している債務の種類および金額は以下のとおりである。

計

円

該当なし

円



別紙 1

計算書類に対する注記
9.固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高 (貸借対照表上、間接法で表示してい
る場合は記載不要。)
固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、以下のとおりである。

(単位 :円 )

取得価額 減価償却累計額 当期末残高

土 地 220,521,600 220,521,600

建 物 1,0741940,020 784,703,199 290,236,82刊

構築物 1,705,000 696,204 1,008,796

車輌運搬具 15,308,874 9,534.589 5,774,285

器具及び備品 78,588,720 65,401,34g 13,187,371

ンフ トウェア 7.990,48C 6,659,407 1,331,079

合計 1,399,054,70C 866,994,74g 532,059,952

10.債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高 (貸借対照表上、間接法で表示
している場合は記載不要。)
債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高は以下のとおりである。

(単位 :円 )

債権額 徴収不能引当金
の当期末残高

債権 当
高
の
残
期末

事業未収金 38,877,297 135,569 38,741,728

合  計 38,877,297 135,569 38,741,728

11.満 期保有 目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益

満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益は以下のとおりである。 該当なし

(単位 :円 )

種類及び銘柄 帳簿価額 時価 評価損恭

合  計

12.関 連当事者 との取引の内容

関連当事者との取引の内らは次のとおりである。

(単位 :円 )

取引条件及び取引条件の決定方針等
該当なし

13.重 要な偶発債務

該当なし

14.重 要な後発事象

該当なし

15。 合併及び事業の譲渡若 しくは事業の譲受け

該当なし

16.その他社会福祉法人の資金収支及び純資産増減の状況並びに資産、負債及び純資産の状態
を明らかにするために必要な事項

種 類 法人等
の名称

住 所 資産総額 事業の
内容又
は職業

議決権
の所有
害1 合

関係内本 取引の
内 容

取引金額 科 目 期末残高

員
務
役
兼
の
等
事業上
の関係

該当なし


